別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　　項：労政費　　目：雇用促進費
	事業名:生活・就労相談支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内　3125）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：66,506千円（前年度予算額：35,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


経済情勢の急激な悪化により、非正規労働者、中高年齢者等を中心に雇用調整が進み、失業者・離職者が急増したため、国は20年度二次補正において、「緊急雇用創出事業」を創設、都道府県に対して交付金を交付し、都道府県は基金を設置した。
　平成２３年度まで当基金（緊急雇用創出臨時特例基金）を財源として、地方公共団体は緊急雇用創出事業を実施しており、民間企業、シルバー人材センター等に事業を委託又は直接実施している。併せて、生活困窮者や求職者などに対して、生活の安定と再就職を総合的に支援するため、県は平成21年5月14日、ＪＲ岐阜駅　アクティブＧ２階に「岐阜県求職者総合支援センター(ジョブライフぎふ)」を設置した。
  また、平成２３年度から中濃・東濃地域をカバーできるよう、ＪＲ多治見駅周辺に「岐阜県求職者総合支援センター多治見支所」を平成２３年４月に新設する予定である。

＜岐阜県求職者総合支援センターの事業内容＞      
◆拠点２か所
本所：ＪＲ岐阜駅 アクティブＧ2階、多治見支所：ＪＲ多治見駅周辺の予定
   ◆事業期間：3年間（平成21～23年度）
◆県事業

・生活・就労相談員の配置（本所：常時3人、多治見支所：常時2名）
    ・ポルトガル語通訳者の配置（週2回：月・金）
　　・弁護士による法律相談を実施（月3回：第１、２、３月）　
    ・就労支援セミナーを実施（月1回）
　　・業務内容：住宅、生活資金等の生活相談・情報提供、適職・職業能力開発等の
就労相談や各種支援制度の情報提供
   ◆国事業：職業相談、職業紹介（経費は国が別途予算措置）
　　　　  　職業相談員の人件費及び求人検索機の設置維持経費は国が措置

・職業相談員の配置（本所：4人、多治見支所：２人（要請中）
※職業相談員は、国が直接雇用。
　　　　 ・求人検索機の設置（本所：10台設置、多治見支所　数台（要請中））
　　　     ※岐阜県求職者総合支援センターの多治見支所の新設に伴い、県の生活・就
労相談業務だけでなく、機能強化を図るため、職業相談員の配置及び求人検索機の設置を要請している。
	２　所要経費


　　66,506千円の内訳

(1)民間等委託分　　　　　51,034千円（求職者総合支援センター業務委託費)
(2)県直接執行分　　　　　15,472千円（求職者総合支援センター維持費等）
　　　　　　　　　　　　・施設使用料・光熱水費　　　9,609千円

　　　　　　　(2)内訳   ・役務費・業務旅費・雑費等　2,113千円
　　　　　　　　　  　　　　  　　　　　　　・工事請負費　　　　　　　  3,750千円
	これまでの取組と成果


　

	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

１　若者が力を発揮できる地域をつくる

ハローワーク、若者サポートステーションなど関係機関を有機的に機能させ、若年失業者やフリーター・ニートに対する就職支援を行う。
	２　これまでの取組状況


県による生活相談(住宅・生活資金等)及び就労相談（就活ノウハウ・能力開発）と

国（ハローワーク）による職業相談・職業紹介を当センターで一体的に実施することで、「ワンストップ・サービス」を確立し、総合的な支援をすることができた。
利用実績については、以下のとおり。
	
	平成21年度
	平成22年度

	新規登録者
	1,976人
	1,035人

	延べ利用者数
	8,180人
	7,590人

	相談件数
	生活相談
	　　621件
	202件

	
	就労相談
	839件
	419件

	
	職業相談
	4,000件
	3,075件

	
	   うち職業紹介
	2,302件
	1,949件

	
	   合    計
	5,460件
	3,696件

	就職決定者数
	 246人
	192人


　　　　※平成21年5月14日開設。

※平成22年度については、9月末時点のもの

　

	３　これまでの取組に対する評価


・　企業の雇用調整等により、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の生活の安定を図るため、県及び市町村において、一時的な雇用・就業機会を創出する事業（緊急雇用創出事業）を実施するが、これは次の雇用へのつなぎの措置（6ヶ月未満の雇用。１回更新が可能で最大１年まで）であることや、依然厳しい雇用情勢が続いていることから、国(ハローワーク)と連携して、引き続き、求職者への生活の安定と再就職を支援していく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	35,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	35,000

	要求額
	66,506
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	66,506

	決定額
	66,506
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	66,506


